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平成１９年 ３月期  個別中間財務諸表の概要        平成１８年１１月７日 
 

上 場 会 社 名         黒崎播磨株式会社                 上場取引所    東証１、福証 
コ ー ド 番 号                 ５３５２                         本社所在都道府県 福岡県 
（ＵＲＬ  http://www.krosaki.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 取締役社長     氏名 古野 英樹 
問合せ先責任者  役職名 取締役総務人事部長 氏名 江口  宏 ＴＥＬ (０９３)６２２－７２２４ 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月７日              配当支払開始日 平成 － 年 － 月 － 日 
単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 
１． １８年９月中間期の業績(平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日) 
(1) 経営成績               （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

４０，３８３    6.8
３７，８００    7.8

 １，７４２   △7.9
 １，８９１    78.6

      １，７９７  △10.2
２，００１    72.9

18 年３月期 ７５，３９７  5.0 ２，９５９  58.5 ３，３３０  65.5
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％  円   銭 

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

２，７２９   143.0 
１，１２３  179.4 

３１．２０ 
 １２．８２ 

18 年３月期 １，６９４  89.1     １９．３５ 

 
 

 (注)①期中平均株式数 18 年９月中間期      87,498,847 株  17 年９月中間期    87,576,452 株 
           18 年３月期        87,551,531 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態               （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％   円   銭 

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

６２，５４６ 
５５，６８８ 

２４，３４３ 
２１，０３９ 

３８．９ 
３７．８ 

２７８．２５ 
２４０．３１ 

18 年３月期 ５８，７７１ ２２，４５１ ３８．２ ２５６．５７ 
 (注)①期末発行済株式数  18 年９月中間期   87,487,760 株    17 年９月中間期   87,554,321 株 
                         18 年３月期     87,507,041 株 
   ②期末自己株式数  18 年９月中間期      431,440 株  17 年９月中間期    364,879 株 
             18 年３月期        412,159 株 
   ③当中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を適用しております。 
 
２．１９年３月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 ８０，０００ ３，１００ ３，４００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   ３８円  ８６銭 
 
３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年３月期 ０．００ ５．００ ５．００ 

19 年３月期（実績） ０．００ ― 

19 年３月期（予想） ― ５．００ 
５．００ 

 
 
 

 

※ 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化に 

よっては、異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。 

なお、上記業績予想に関する事項は、中間決算短信（連結）の添付資料 8ページをご参照下さい。 
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１．中間貸借対照表 

（単位：百万円、未満切捨） 
 前中間会計期間末 

 
(平成 17年 9月 30 日) 

当中間会計期間末 
 

(平成 18年 9月 30 日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 18年 3月 31日) 

区分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（資産の部） 
 
流 動 資 産 
 現 金 及 び 預 金             
 受 取 手 形             
 売掛金及び完成工事未収入金 
 棚 卸 資 産             
 繰 延 税 金 資 産             
 そ の 他             
 貸 倒 引 当 金             
 
  流 動 資 産 合 計          

７２９

８８５

１４，５０６

７，０７４

８４７

８５９

△ ６３

２４，８３９

％

44.6

４８６

１，０４４

１９，２１０

７，８４４

１，０１６

１，３４７

△ ９１

３０，８５８

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.3 

 
 
 

１，００８ 
９３１ 

１５，５０８ 
７，０３８ 
９３４ 

１，０９０ 
△ ６９ 

 
２６，４４２ 

％

45.0
 
 
固 定 資 産 
 建 物 ・ 構 築 物             
 窯 炉 ・ 機 械 及 び 装 置 
 その他の有形固定資産             
 無 形 固 定 資 産             
 投 資 有 価 証 券             
 出 資 金             
そ の 他 の 投 資 等             

 貸 倒 引 当 金             
 投 資 損 失 引 当 金 
  
  固 定 資 産 合 計          

９，６０８

５，３３１

５，５９３

４１９

７，５５０

１，６２５

１，１２７

△３４７

△６０

３０，８４９ 55.4

９，２２２

５，８２３

５，８５０

６１８

８，０３１

１，７２９

７３５

△ ３２４

－

３１，６８７

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

50.7 
 

 
 
 

９，３８３ 
５，２２６ 
６，０３０ 
４１７ 

８，９８０ 
１，６７３ 
１，０１１ 
△ ３３４ 
△ ６０ 

 
３２，３２９ 55.0

 
 
 資 産 合 計           

 
 
５５，６８８ 100.0

 
 
６２，５４６

 
 

100.0 

 
 
５８，７７１ 100.0
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                                  （単位：百万円、未満切捨） 
 前中間会計期間末 

 
(平成 17年 9月 30 日) 

当中間会計期間末 
 

(平成 18年 9月 30 日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 18年 3月 31日) 
区分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 
（負債の部） 
流 動 負 債 
 支 払 手 形             
 買掛金及び工事未払金             
 短 期 借 入 金             
 未     払    金 
 未 払 法 人 税 等             
 未 払 事 業 所 税             
 未 払 消 費 税 等             
 未 払 費 用             
 賞 与 引 当 金             
 そ の 他             

   流動負債合計 

１００

１１，７５０

４，０６２

６０６

６８５

５４

６４

１，１５７

１，４０３

１，４８６

２１，３７２

％

38.4

―

１４，１１３

４，７４０

８７４

７９３

５７

９３

１，２１９

１，５４７

２，０６７

２５，５０６

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

40.8 

  

１６

１１，８５０

４，６４０

８９４

９４３

１１３

５１

１，１２９

１，４１６

１，５３９

２２，５９４

  ％

38.4

 
固 定 負 債 
 長 期 借 入 金             
 退 職 給 付 引 当 金             
 役 員 退 職 金 引 当 金             
 特 別 修 繕 引 当 金            

製 品 保 証 引 当 金 
 預 り 敷 金 ・ 保 証 金             
 繰 延 税 金 負 債 

   固定負債合計 

４，４１０

９８２

１４８

２９

２９

６，８５３

８２２

１３，２７６ 23.8
 

４，３７０

７００

２０６

５４

３６

６，２３６

１，０９２

１２，６９６

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

20.3 

４，３９０

８９９

１８４

４１

３２

６，８５３

１，３２３

１３，７２４ 23.4

  負 債 合 計 ３４，６４８ 62.2 ３８，２０３
 

61.1 ３６，３１９ 61.8

（資本の部） 
 資 本 金             
 資 本 剰 余 金             
  資本準備金 
 利 益 剰 余 金             
  利益準備金 
  別途積立金 
  圧縮記帳積立金 
  圧縮特別勘定積立金 
中間（当期）未処分利益   

 
 その他有価証券評価差額金             
 自 己 株 式             
 
  資 本 合 計 

５，５３７

(３，５２１)
３，５２１

(９，９０５)
１，２５０

４，５１７

１，００７

４８

３，０８２

２，１４３

△ ６７

２１，０３９

9.9
6.3

17.8

3.9
△0.1

37.8

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

 
 

― 
― 

 
― 

 
 
 
 
 
 

― 
― 

 
― 

５，５３７

(３，５２１)
３，５２１

(１０，４７６)
１，２５０

４，５１７

１，００７

４８

３，６５３

３，０１３

△ ９６

２２，４５１

9.4
6.0

17.8

5.1
△0.1

38.2

  負債資本合計 
 
５５，６８８

 
100.0 ―

 
― ５８，７７１ 100.0
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                                  （単位：百万円、未満切捨） 
 前中間会計期間末 

 
(平成 17年 9月 30 日) 

当中間会計期間末 
 

(平成 18年 9月 30 日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 18年 3月 31日) 
区分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 
（純資産の部） 
（株主資本） 
資 本 金             

 資 本 剰 余 金             
  資本準備金 
 利 益 剰 余 金             
  利益準備金 
  その他利益剰余金 
   圧縮記帳積立金 
   圧縮特別勘定積立金 

別 途 積 立 金 
   繰越利益剰余金   
 自 己 株 式             
 株 主 資 本 合 計 

（評価・換算差額等） 
その他有価証券評価差額金             
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
評価・換算差額等合計 
純   資   産   合  計 

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

％

―

―

―

―

―

―

―

―

―

５，５３７

(３，５２１)
３，５２１

(１２，７６８)
１，２５０

１１，５１８

９７５

―

４，５１７

６，０２５

△１０５

２１，７２２

２，６１８

１

２，６２０

２４，３４３

％ 
 
 

8.9 
5.6 

 
20.4 

 
 
 
 
 
 
 

△0.2 
34.7 

 
 

4.2 
0.0 
4.2 

38.9 

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

％

―

―

―

―

―

―

―

―

―

 
  負債純資産合計 

 
― ― ６２，５４６

 
100.0 ― ―
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２．中間損益計算書 

（単位：百万円、未満切捨） 
 前中間会計期間 

 
（自 平成 17年 4月 1日 
至 平成 17年 9月 30日）

当中間会計期間 
 

（自 平成 18年 4月 1日 
至 平成 18年 9月 30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成 17年 4月 1日 
至 平成 18年 3月 31日）

区分 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

 
売  上   高 
売  上  原 価 

   売 上 総 利 益 

３７，８００

３１，１２２

６，６７８

％

 100.0
82.3
17.7

４０，３８３

３３，９２２

６，４６０

％ 
 100.0 

84.0 
16.0 

７５，３９７

６３，０５９

１２，３３７

％

100.0
83.6
16.4

  
 販売費及び一般管理費 
   営 業 利 益 
 

４，７８７

１，８９１
12.7
5.0

４，７１８

１，７４２

 
11.7 
4.3 

９，３７７

２，９５９
12.5
3.9

 営 業 外 収 益 
   受取利息及び受取配当金  
   そ  の  他 

２６２

４２

２２０

0.7 ３１２

１８６

１２６

0.8 ６８９

２３０

４５９

0.9

 営 業 外 費 用 
   支 払 利 息 
   そ  の  他 

１５１

４３

１０８

0.4 ２５７

４４

２１３

0.6 ３１８

８２

２３６

0.4

  
経  常  利  益 ２，００１ 5.3 １，７９７

 
4.5 ３，３３０ 4.4

  特  別  利  益 
   関係会社株式売却益 

子 会 社 整 理 益 
   そ の 他 

１７４

―

９３

８０

0.5 １，９１３

１，８２３

１７

７２

4.7 １８７

―

９３

９４

0.3

 特  別  損  失 
   固定資産除却損 
   減 損 損 失 
   そ の 他 

３６４

３０５

―

５８

1.0 １１４

８３

３０

１

0.3 ７３５

６１３

１３

１０９

1.0

 税引前中間(当期)純利益 
  法人税、住民税及び事業税 
  法人税等調整額  
中間(当期)純利益 

１，８１１

７１１

△ ２３

１，１２３

4.8
1.9

△ 0.1
3.0

３，５９７

９１４

△ ４６

２，７２９

8.9 
2.3 

△0.1 
6.7 

２，７８２

１，２８８

△２００

１，６９４

3.7
1.7

△0.2
2.2

 前期繰越利益 
 中間(当期)未処分利益 

１，９５９

３，０８２

 

―

―

 

 １，９５９

３，６５３
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３．中間株主資本等変動計算書 
当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

    （単位：百万円、未満切捨） 
株  主  資  本 

資本 

剰余金
利  益  剰  余  金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

  

  

  

  

  

  

 

資本金 

  

  

資 本

準備金

  

利  益

準備金

圧  縮 

記  帳 

積立金

圧縮特別

勘    定

積 立 金

別  途 

積立金 

繰越利益

剰 余 金

利益剰余金

合   計

平成 18 年 3月 31 日残高 5,537 3,521 1,250 1,007 48 4,517 3,653 10,476

中間会計期間中の変動額 

剰余金の配当 

 

 
     

△ 437 △ 437

圧縮記帳積立       48     △ 48 －

圧縮記帳取崩       △ 79     79 －

圧縮特別勘定取崩         △ 48   48 －

中間純利益       2,729 2,729

自己株式の取得       －

 株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額

(純額) 

            －

中間会計期間中の変動額

合計 
－ － － △ 31 △ 48 － 2,372 2,292

平成 18 年９月 30 日残高 5,537 3,521 1,250 975 － 4,517 6,025 12,768

 
 

株主資本  評価・換算差額等   

  

  

  

  

自己株式

  

株主資本 

  

合   計 

そ の 他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

  

損   益 

評価・換算 

差額等 

合   計 

純資産

  

 合  計

  

平成 18 年 3月 31 日残高 △ 96 19,438 3,013 － 3,013 22,451

中間会計期間中の変動額 

剰余金の配当 
  

△ 437
    

－ △ 437

圧縮記帳積立  －   － －

圧縮記帳取崩  －   － －

圧縮特別勘定取崩  －   － －

中間純利益   2,729     － 2,729

自己株式の取得 △ 8 △ 8     － △ 8

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 

  

  
－ △ 394 1 △ 392 △ 392

中間会計期間中の変動額合計 △ 8 2,283 △ 394 1 △ 392 1,891

 平成 18 年 9 月 30 日残高 △ 105 21,722 2,618 1 2,620 24,343
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Ⅰ 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  
  １．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
        移動平均法による原価法 

但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法 
 
 
 ２．有価証券の評価基準及び評価方法 
    子会社株式及び関連会社株式･･･移動平均法による原価法 
    その他有価証券 

時価のあるもの･･･中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 
処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

          時価のないもの･･･移動平均法による原価法 
 
 
 ３．固定資産の減価償却の方法 
  （１）有形固定資産 
          不動産賃貸業に係る建物及び設備は定額法で、それ以外の有形固定資産の減価償却は定率法（但 

し、築炉事業に係る有形固定資産の内、一部のユーザー構内にある装置については定額法）を採 
用しています。 

          耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用していますが、窯炉・機械装 
置及び不動産事業のうちショッピングセンターに係る建物・構築物については、一部会社所定の 
耐用年数を採用しています（トンネル窯：法定耐用年数７年を６年、機械装置：法定耐用年数 
１２年を１１年、不動産事業のうちショッピングセンターに係る建物・構築物：賃貸契約期間）。 

 
  （２）無形固定資産 
      定額法によっています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 

間（５年）に基づく定額法を採用しています。 
 
 
４．重要な引当金の計上基準 

  （１）貸倒引当金 
      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
 
  （２）投資損失引当金 
      関係会社株式の実質価値の低下による損失に備えて、その財政状態等を勘案して計上していま 

す。 
 
 （３）賞与引当金 

      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上し 
ています。 
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    （４）退職給付引当金 
      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 
            会計基準変更時差異（５，７５０百万円）については、１０年による按分額を販売費及び一般 

管理費に計上しています。 
            また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額を発生の翌事業年度よ 

り費用処理しています。過去勤務債務については、１０年による定額法で按分した額を発生年度 
より処理しています。 

 
  （５）役員退職金引当金 
      役員の退職金支出に充てるため、役員退職金内規に基づき中間期末要支給額の１００％を計上 

しています。 
 
  （６）特別修繕引当金 
      高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積の上、４年間で 

均等に計上しています。 
 
    （７）製品保証引当金 
      生活空間セラミックス事業部の製品「陶板外壁材」の品質保証に備えるために、実績等を加味 

した見込額を計上しています。 
 
 
 ５．重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 
 
 ６．重要なヘッジ会計の方法 
   ①ヘッジ会計の方法 
     繰延ヘッジ処理によっています。 
   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
     ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引 
     ヘッジ対象：外貨建予定取引、借入金 
   ③ヘッジ方針 
     為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内においてのみ実 

施し、収益確保を目的としたディーリングは実施しないこととしています。また、金利スワップ取 
引等については、借入金に係る金利コストの引き下げ、もしくは将来予想される調達コストの引き 
下げを目的とし、実需に伴う取引に限定し投機的な取引は実施しないこととしています。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 
     ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ 

ュ・フロー変動の累計との間に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価としています。 
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 ７．消費税等の会計処理 
    税抜方式によっています。 
 
 
Ⅱ 会計方針の変更 
 
 １．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
    当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 
 平成 17年 12月 9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会 
計基準適用指針第８号 平成 17年 12月 9日)を適用しております。 
従来の「資本の部」合計に相当する金額は２４，３４１百万円であります。 

    なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改 
   正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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Ⅴ 注記事項 
 
１．中間貸借対照表関係 

(１)関係会社に対する短期金銭債権                   ９，２８４百万円
    

(２)関係会社に対する長期金銭債権                     ２２８百万円
    

(３)関係会社に対する短期金銭債務                  ３，５２５百万円
 

(４)有形固定資産の減価償却累計額              ５１，５１９百万円 
 

(５)中間貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として、情報 
機器などがあります。 

 

  (６)担保に供している資産 
        有形固定資産                       ５，４８０百万円 
 
  (７)保証債務残高 
    債務保証                         ７３７百万円 
 

(８)債権流動化による遡及義務 

手形譲渡高                  １，８２２百万円 

 

 

 

 

(９)中間会計期間末日満期手形 

    当中間会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が、中間会計 

   期間末残高に含まれております。 

    受取手形                      ３４百万円 

 

 

２．中間損益計算書関係    

(１)関係会社との取引高   

営業取引・売上高               ２３，０６４百万円 

仕入高                  １５，１１３  〃     
営業取引以外の取引高               １，１９７  〃    

 

(２)１株当たり中間純利益                      ３１  円２０銭 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

うち、中間会計期間 

末日満期手形 334 

百万円を含む。 
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３．中間株主資本等変動計算書関係 

 
 当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 
  自己株式に関する事項 
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） ４１２，１５９ １９，２８１ ― ４３１，４４０

    （変動事由の概要） 
     増加数の内訳  

単元未満株式の買取による増加 19,281株 
 
 
 
４．リース取引関係 
半期報告書について EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 

 
 
 
５．有価証券関係 
 
 前中間会計期間末（平成１７年９月３０日） 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの             （単位：百万円、未満切捨） 

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 １，２４６ ２，７６８ １，５２２

 
 当中間会計期間末（平成１８年９月３０日） 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの             （単位：百万円、未満切捨） 

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 １，２４６ １，８８１ ６３５

 
 前事業年度末（平成１８年３月３１日） 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの             （単位：百万円、未満切捨） 

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 １，２４６ ２，８４２ １，５９６
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成 17年 4月 1 日 
至 平成 17年 9月 30日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18年 4月 1 日 
至 平成 18年 9月 30日） 

前事業年度 
（自 平成 17年 4月 1 日 
至 平成 18年 3月 31日） 

  『株式会社マイクロンの株式譲渡に

 ついて』 
 当社は、平成 18年 4月 24日開催
の取締役会において、当社が発行済

株式総数の 60％を保有する連結子会
社の株式会社マイクロンの株 5,100
株（全株数）を、同社自己株式とし

ての買取要請に応じ譲渡（売却）す

ることを決議いたしました。 
 当該事象の今後の予定、当社損益

に与える影響は以下のとおりです 
(1) 当該事象の発生年月日及び今後
の予定 

   平成 18年 4月 24日(月) 
    取締役会決議 
   平成 18年 6月(未定) 
    譲渡契約締結 
(2) 当該事象の損益に与える影響 
   当該株式の売却により、平成

19年 3月期の単体決算において、
子会社株式売却益約 18億 20百万
円を特別利益として計上する予

定です。 
 
                                            以 上 


